
　　

第140号

ひとくちメモ

自由民主党本部で11月13日、「予算・税制に等関する政策懇談会」が開か
れ、住宅・不動産関係の14団体が政策と税制の改正要望を行いました。

複数団体が特に要望したのは、来年10月に予定されている消費税率の8％か
ら10％への引き上げに伴う駆け込み需要とその反動減への対策です。
内容としては、軽減税率を住宅取得へも適用すること、住宅ローン減税やす

まい給付金の拡充など負担軽減の特例措置などを求めています。
このほか、複数団体が要望した項目は、住宅ローン控除などについての要件

緩和です。住宅ローン控除は、住宅の取得等のため金融機関等から借り入れを
した場合に、一定要件に該当すれば、所得税額及び住民税額から一定額を控除
できる制度です。

師走が来てしまいました。年齢を重ねた方なら、１年という時間の感覚が

毎年加速していくのを実感されていることと思います。この時期にいつも思

うのが「断捨離」です。たまりがちなのが洋服です。袖を通さずに季節が終

わってしまうことも…。断捨離のコツは段階を踏むことのようです。1年着

なかったら箱に入れて、またそのまま１年過ぎたら処分する。来年こそは、

断捨離でシンプルライフをおくりたいです。

築年数要件の廃止、家屋の床面積（50㎡以
上）要件の引き下げ、一定の住宅用家屋・用地
購入における抵当権設定時の登録免許税の廃止
などが求められました。特に床面積については、
各団体が35㎡や40㎡などの基準を示したうえ
で要件引き下げの必要性を訴えました。

政策要望としては、近年の社会課題を受け、
空き家・空き地抑止のための既存特例措置の延
長・拡充のほか、所有者不明土地の円滑な利用
に向けた支援措置を求める声が多くでました。


